
はじめに

補助金関連の本が数多くあるなかで、本書を手にとっていただき

ありがとうございます。

筆者（米山）は、現在は補助金申請支援をメイン業務にしている

行政書士として活動しているのですが、 2021 年まで霞が関の中央

官庁（経済産業省）で補助金制度の創設や審査基準づくりに携わっ

ていたことがあるというやや珍しい経歴を持っています。

※中小企業者向けの補助金の多くが中小企業庁の管轄であり、その中小企業庁は経済産

業省の組織の 1 つです。

さて、本書執筆現在 (2026 年 5 月）、円安や原油高による材料費

の高騰、人手不足、中東情勢による原料供給不安など事業者にとっ

て依然として厳しい状況が続いており、国や地方自治体からは、中

小企業向けの補助金が数多く打ち出されています。実際、中小企業

庁が毎年発行している『中小企業施策利用ガイドブック』の 2026

年版は、実に 300 ページを超える規模となっており、多数の補助金

制度が収録されています。

しかしながら、政策目的の多様化・複雑化に伴い、支援制度の申

請要件や手続きが煩雑になっており、特に人手が限られている中小

企業者からは「用意しなきゃいけない書類が膨大で手が回らない」

や「支援制度が複雑でわかりづらい」といった声が聞かれるなど、

支援策が十分に機能しているとは言いづらい状況となっています。

このため、行政・中小企業者の双方から補助金支援者（専門家）に

寄せられる期待は年々高まっています。

このように、現在、行政からは多くの補助金が打ち出されている

状況であり、かつ、中小企業者からのニーズがある、これはすなわ

ち、補助金申請業務は「需要も供給も多いビジネス」として非常に

魅力的なジャンルであるといえます。



加えて、 2026 年 1 月に改正行政書士法が施行され、非行政書士

が対価を得て書類等を作成することは違法ということが明確化され

たことで、補助金支援業務における行政書士の優位性、価値観が非

常に高まっている状況です。

一方で、比較的新しいジャンルなこともあり、そのノウハウ等は

確立されておらず、不確かな情報が乱立している状況となっていま

す。結果、意図的なのかそうでないのかはさておき、ルールに抵触

し、不正受給となってしまっているケースが散見されています。

こうしたことから、本書では、中央官庁出身である筆者が単なる

申請書作成の手引きのような上辺だけのテクニックではなく「入門

書」として、筆者が厳選した「押さえておくべき補助金制度の基本

ルール」や基礎知識、 トラプル事例など補助金申請支援業務に取り

組んでいくために必要な知識とノウハウを体系的にまとめていま

す。もちろん、申請書作成に関するテクニックも収録し、実務書と

しても有益な内容としています。

なお、本書の執筆は、筆者（米山）と、同じく補助金支援をメ

インに活動されている行政書士の金子宣子先生との共著となってい

ます。本書は、補助金申請支援業務に関心を持つ行政書士を対象と

しており、特に以下のような方々に参考にしていただければと思い

ます。

•新たな収益の柱を作りたいと考えている方

・すでに補助金申請支援を行っているが、より体系的な知識を

得たい方

・補助金申請支援を通じて顧客基盤を拡大したい方

・複数の専門家と連携して補助金申請支援を展開したい方

補助金申請支援は、中小企業の成長に関われることに加え、自身

の成長にもつなげられる魅力的な分野です。本書が読者の皆様のビ



ジネス展開の一助となれば幸いです。

最後に、本書は、監修・執筆で分けるというスタイルを取ってお

らず、基本的に各章でメイン執筆者を決めて書いています。極力統

ーを図っていますが、それぞれの文章の癖などが一部残ってしまっ

ているかもしれません。どうかご容赦のほど、よろしくお願いしま

す。

ビジネス支援行政書士 ライズ法務事務所

代表米山浩史

～～コラムについて～～

本書籍では、実際に補助金を活用した事業者の声をコラムという形

で 4 つ載せています。

コラムでは、補助金の活用事例はもちろんのこと、活用した補助金

をどこで知ったのか、補助金の専門家がいるということをどこで知っ

たのか、どうして活用しようと思ったのか等を実際にインタビュー

し、生の声を記事にしています。これらの情報は、読者である皆さん

が専門家として活動していくにあたって、どこに・どのように広報す

れば顧客獲得につながるのか、といったヒントになるのではないかと

思っています。

また、前半のコラム 2 本と後半のコラム 2 本とでそれぞれ視点を変

えており、コラム 1 と 2 では補助金支援者目線で、コラム 3 と 4 では

事業者の視点で記載しています。例えば、コラム 1 では、筆者が独立

したばかりの頃にどのように顧客獲得に至ったのかを書いており、コ

ラム 2 では、顧客獲得後として顧客が顧客を呼んだ事例を書いていま

す。

本書籍ではコラムも参考情報になるように作成しましたので、ぜひ

最後までご覧ください。
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序章

補助金支援業務の準備

執筆者：金子宣子



まず、補助金支援業務を始めるにあたって知っておくべき法律や

実務で求められるスキル、活用できる機器やツール、補助金専門用

語について解説します。補助金の申請は単なる書類作成ではなく、

事業の実現可能性や経営戦略を考慮した計画が必要です。スムーズ

な補助金支援業務を行うためにも、適切な準備を整えておくことが

重要です。

補助金支援業務の準備

1.補助金支援業務関連の法律

2．補助金支援業務の必要なスキル

3. 補助金支援業務の必要な機器・ツール

4. 補助金支援業務の関連用語

I I ．補助金支援業務関連の法律
(1) 補助金適正化法

|
 

補助金支援業務を始める際に、行政書士として最初に知っておき

たいのは補助金に関する根拠法です。補助金制度は数百種類にも及

びますが、包括的な根拠となる法律は「補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律（以下「補助金適正化法」という）」のみと

なっています。補助金適正化法は、昭和 30 年 8 月 27 日に公布さ

れ、昭和 30 年 9 月 26 日に施行されました。

補助金の原資は、国民から徴収した税金であり、税金を補助金と

して再分配する際に適正な執行がなされるために、国の機関である

各省庁や地方自治体においては補助金適正化法を根拠として事務手

続を進めています。したがって、補助金支援業務を行う行政書士に

とっては、申請先である各省庁や地方自治体が根拠としている補助

12 



序章補助金支援業務の準備

金適正化法を一読しておく必要があります。

補助金適正化法の第 1 条の目的条文には、「補助金等の交付の不

正な申請及び補助金等の不正な使用の防止」とあり、税金を原資と

する補助金の不正申請を防止するのが第一の目的です。さらに、

「補助金等に係る予算の執行並びに補助金等の交付の決定の適正化

を図ることを目的」とあるように、補助金申請に対して国や地方自

治体が交付の条件について公正であり不当にならないよう規定され

ています。

同法には、補助金の交付決定から交付の条件、状況報告、実績報

告、補助金の返還、財産の処分の制限まで補助金制度共通の原則に

ついて定められているので、支援業務前に条文を押さえておきま

しょう。

0補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

（この法律の目的）

第 1 条 この法律は、補助金等の交付の申請、決定等に関する事

項その他補助金等に係る予算の執行に関する基本的事項を規定

することにより、補助金等の交付の不正な申請及び補助金等の

不正な使用の防止その他補助金等に係る予算の執行並びに補助

金等の交付の決定の適正化を図ることを目的とする。

(2) 行政書士法

補助金申請では、申請書類をはじめ事業計画書の作成、決算書や

納税証明書、履歴事項全部証明書などの書類提示が求められるほ

か、採択後においても実績報告の際に見積書や請求書、納品書など

の権利義務または事実証明に関する書類の提示が求められます。

上記に関する書類作成支援を国家資格者として正当にできる士業

は行政書士のみとなります。
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行政書士法では、各省庁や地方自治体などの官公署へ提出する書

類や権利義務または事実証明に関する書類について事業者の依頼を

受けて作成・提出し、報酬を得ることができることが規定されてい

ます。

補助金支援業務において一部の無資格コンサルタントが高額な報

酬を請求し、申請書類作成を行っているのが見受けられますが、厳

密には行政書士法違反であることを知っておく必要があります。

また、令和 7 年 6 月に改正行政書士法が国会にて成立し、令和 8

年 1 月 1 日より施行されました。改正条文はいくつかありますが、

補助金支援業務で最も注目したいのが同法第 19 条第 1 項です。こ

の条文において「他人の依頼を受け、いかなる名目によるかを問わ

ず報酬を得て」という文言が追加されたことにより、業務制限の趣

旨がさらに明確に示されました。

これにより、「会費」「手数料」「コンサルタント料」「商品代金」

など、どのような名目であっても非行政書士が対価を受領し、業と

して官公署に提出する書類等を作成することは、行政書士法に違反

することが明確化されたのです。これまで他資格者や無資格コンサ

ルタント、施工会社や機器製造会社等が「コンサルタント料」や

「商品代金」と称して補助金申請書類を作成することがありました

が、今回の改正によりこれらの業務はすべて行政書士法違反である

ことが明確に規定されました。

行政書士法の改正により補助金支援業務は、行政書士の独占業務

であるという認識が広がり、事業者のニーズも高まっていきますの

で、積極的に取り組んでいただきたいと思います。
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0行政書士法

（業務）

序章補助金支援業務の準備

第 1 条の 3 行政書士は、他人の依頼を受け報酬を得て、官公署

に提出する書類（その作成に代えて電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない

方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用

に供されるものをいう。以下同じ。）を作成する場合における

当該電磁的記録を含む。以下この条及び次条において同じ。）

その他権利義務又は事実証明に関する書類（実地調査に基づく

図面類を含む。）を作成することを業とする。

（業務の制限）

第 19 条 行政書士又は行政書士法人でない者は、他人の依頼を

受けいかなる名目によるかを問わず報酬を得て、業として第 1

条の 3 に規定する業務を行うことができない。ただし、他の法

律に別段の定めがある場合及び定型的かつ容易に行えるものと

して総務省令で定める手続について、当該手続に関し相当の経

験又は能力を有する者として総務省令で定める者が電磁的記録

を作成する場合は、この限りでない。
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12. 補助金支援業務の必要なスキル|
 

補助金支援業務をする際に、行政書士にとって必要となるスキル

は下記の 4 点が挙げられます。

(1) 事業分析能力

(2) 財務分析能力

(3) 文書作成能力

(4) パソコンスキル

補助金の申請では、採択されるための質の高い事業計画書の作成

が肝要となってくるため、単なる代書だけではないスキルが求めら

れます。事業計画書の作成については第 5 章で詳しく解説します

が、業務全体で求められているスキルについて説明します。

(1) 事業分析能力

補助金の事業計画では、事業者の現在の事業について多角的な視

点に立ってヒアリングを行い、事業の分析を行う必要があります。

事業分析を行うには、事業者の設立の経緯やこれまでの沿革、主要

事業の主力商品やサービス、主なターゲット、商圏、人的リソース

や知的財産権の有無、弱点や脅威となっている要素など詳細なヒア

リングが欠かせません。

現在の事業者の状況をヒアリングしたうえで、事業者が抱える課

題は何なのか、その課題を解決するソリューションは何なのかにつ

いて、 SWOT 分析や 3C分析などのマーケティングフレームワー

クを用いて事業分析をしていく能力が求められます。

補助金制度の趣旨としては、事業者が抱える課題を解決するため

の事業投資を一部補助することで中小企業の経営を向上させること
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であるので、事業者にとってボトルネックとなっている課題の洗い

出しをしていくことが求められます。

現在の事業者が持っている課題を浮き彫りにし、その課題解決の

ために補助金を活用していくことが適切なのかどうかを見極めるカ

も必要です。

(2) 財務分析能力

事業計画で欠かせないのは、収支計画や資金計画です。補助金申

請で計上する経費は事業投資であるため、事業規模にあった投資で

あるのか、投資回収は適正なのか、試算する必要があります。ま

た、申請要件である付加価値額の伸び率をクリアするのかなど、綿

密な数値計画をシミュレーションする能力が求められます。

また、事業者の貸借対照表や損益計算書などから、自己資本比率

や債務超過、営業利益率、簡易キャッシュフローなどを読み取る能

力が必要です。財務分析については簿記や会計の知識を前提として

いますので、不足している場合は資格取得や独学などで知識の習得

をしていくことをお勧めします。

(3) 文書作成能力

補助金申請で求められている文書作成能力というのは、補助金事

務局の審査員に対して事業者の事業計画を理解して納得してもらう

ためのスキルや能力を指します。補助金支援業務では採択率の高い

申請書を作成しなければならないので、下記の能力を意識すること

が求められています。

① 論理的な構成力（ロジカルライティング）

「なぜこの事業に補助金が必要なのか」を明確に説明する必要が

あり、「課題→解決策→期待される成果」という流れで論理的に

展開すると、説得力が増します。
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② 簡潔かつわかりやすい表現力

専門用語を多用せず、審査員が読んでも理解できる文章を書くカ

が必要です。簡潔でわかりやすい文章を書く能力が求められます。

③ 説得力のある表現とデータの活用

補助金の事業計画書では、市場調査などの客観的なデータやエビ

デンスを用いて、事業計画の実現可能性に説得性を持たせることが

重要です。

④採択基準を満たす表現力

補助金には、「目的・趣旨・審査基準」が明確に定められていま

す。審査基準や加点項目が公開されている場合は、その趣旨に沿っ

たキーワードを適切に盛り込むことで、審査員に訴求することがで

き採択につながります。

⑥ ストーリー性のある展開

事業計画では「なぜこの事業をやるのか」「実施後にどうなるの

か」といったストーリーを意識することで、共感を得やすくなりま

す。事業者の事業への思いや熱意などを魅力的に伝えることが重要

です。

(4) パソコンスキル

補助金申請は、電子申請が主流となっている（後述）ため、パソ

コンスキルは必要不可欠です。パソコンの OS に関しては

Windows が望ましく、申請画面の操作だけではなく事業計画書作

成には Word ソフトを使用したり、事務局で提供される Excel シー

トの入力もあるので、 Microsoft Office 関連のソフトの操作はでき

るようにしておくことが必須です。画像データや PDF データを使

用することも多いので、基本的な操作のスキルは身に付けておくべ

きだといえます。
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3. 補助金支援業務の必要な機器・ツール

前述のパソコンスキルと関連して、補助金支援業務を始めるには

最低限、用意しておくべき電子機器やツールがあります。

(1) Windows 搭載パソコン及び Microsoft Office 

業務で使用するパソコンを Mac にしている行政書士も見受けら

れますが、申請先である官庁や役所が標準装備している Wondows

のパソコン環境に合わせておくことをお勧めします。 Mac で作成

したファイルデータを Windows で受け取ると、文字化けやデータ

の破損が生じることがあるので、パソコンは Windows のものを選

ぶようにしましょう。また、 Microsoftの Office アプリも必ずイン

ストールしておくことが必要です。電子申請が主流となったとはい

え、申請書の雛形は Word もしくは Excel 形式のデータであること

が大半であるためです。

パソコンについては、メイン業務で使用する 1 台のほかに、事業

者訪問の際に公募要領や手引きなどを提示できるようノートパソ

コンあるいはタプレットなども準備しておきましょう。

公募要領は数十ページにもわたるので、毎回印刷をすると紙を大

量に消費します。そのため、支援者側はノートパソコンに最新の公

募要領データを保存しておくことでコストカットができます。

(2) プリンター、スキャナー

周辺機器としてプリンター、スキャナーも必要不可欠な機器とい

えます。事業者への提案資料などでプリンターは必要になります

し、スキャナーは事業者から預かった決算書や見積書、請求書など

の書類をスキャンする必要があります。

このため、プリントとスキャン機能が一緒になった複合機を用意
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しておくとよいでしょう。また、訪問先で書類をスキャンすること

ができるモバイルスキャナーも持っていると便利です。

(3) ボイスレコーダー

事業者から了承を得ることができた場合、ヒアリングそのものを

ボイスレコーダーに録音しておくと、事業計画書作成時に活用する

ことができます。ボイスレコーダー機器のほかにスマートフォンの

録音機能を使用してもよいでしょう。録音データをテキスト化した

うえで ChatGPT などの生成 AI に読み込ませると議事録としてま

とめてくれるので、事業計画書作成の効率化を図ることもできます。

(4) 生成 Al

昨今 ChatGPT をはじめとする生成 AI の技術の進歩は目覚まし

く、行政書士においても生成 AI をいかに活用していくのかについ

て注目されています。補助金支援業務においても、 ChatGPT や

Google Gemini、 Claude などの生成 AI を使って事業計画書の作成

に取り組んでいる行政書士が出てきました。

生成 AI のプロンプトに事業者からのヒアリング情報を入力し、

SWOT 分析をするよう入力すると、短時間でまとめてくれるので

事業分析などで活用するのも 1 つの方法です。

注意してほしいのは、事業計画書そのものをすべて生成 AI に丸

投げで行うのは不採択につながるおそれがあるので避けてほしい点

です。生成 AI に作成してもらった事業計画書だと、複数の事業者

と類似した内容になっている可能性が高いため、審査において不利

になることが想定されます。

また、決算書などの情報を入力すると個人情報漏洩の可能性も生

じますので、生成 AI の活用は避けておくべきでしょう。

生成 AI の活用はあくまで一部分だけにとどめ、事業計画書は申

請者の個別具体的な事案をベースにオリジナルで作成されることを
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お勧めします。

(5) 電子申請• G ビズ ID アカウント取得

経済産業省をはじめ、昨今の補助金申請では電子申請が主流と

なっており、デジタル庁が所管する「G ビズ ID」アカウントの取

得が必須となっています。事業者はもちろん、補助金業務支援者側

でも代理申請が可能となっていますのでアカウント取得をしておき

ましょう。「G ビズ ID」については第 2 章で詳しく述べています。

GピズID ホーム 手峡eガイド サポート アカウント作成 行如—ビス一覧 □三三］

GピズIDで行政サーピスヘの

ログインをかんたんに

6ピズ101:、 1 つの10 ・バスワードで

樟々な行政サービスにログインでさるサービスです．

一6ビXIDについて＂しくはこらら" ) 

(G ピズ ID : https://gbiz-id.go.jp/top/) 

I 4. 補助金支援業務の関連用語
q
』
-
―

補助金支援業務を始めるにあたって、知っておいてほしい用語に

ついて紹介します。
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用語 解説

補助事業 補助金を活用して行う設備投資・広告投資等の事業
投資の発注・契約・支払・納品までを指す。具体的
には内装工事やシステム開発、 Web サイト制作、
Web 広告、チラシ作成、試作品開発等の計画であ
り、実際に発注や契約、支払を行い、成果物までを
納品されるまでが補助事業となる。

補助事業実施期間 補助事業を行うべき実施期間であり、補助金制度に
よって数か月から 1 年、 2 年などの期間が定められ
ている。交付決定後に補助事業を開始し、定められ
た期間で補助事業を終了させなければならない。

補助率 補助対象経費のうち、補助金が交付される割合であ
り、制度によって相違があるので注意。
補助対象経費x補助率＝補助金額
一定の要件を満たせば補助率が変更されることもあ
る。

公募開始 補助金制度の趣旨や目的、公募要領や申請開始日、
申請締切日が公開されること。

公募要領 補助金の制度や規則を定めているものであり、目的
や趣旨から始まり、補助金上限額、補助率、補助対
象経費、申請要件、審査項目、必要書類まで網羅し
ている。複数回公募の場合、改訂されることもある
ので変更点には気を付けていきたい。

交付申請 採択後に見積書等や交付申請書を提出し、補助対象
経費に該当するのか審査を行う手続き。
補助金額を決定するための重要な手続きでもある。

交付決定 交付申請によって審査を行い、補助金の内容に適し
ていると判断され、補助金の交付額を認めた場合に
出される決定。交付決定通知書が申請者に送られる
ので交付決定日と交付決定額をもとに補助事業を実
施することになる。

実績報告 補助事業が完了した場合、その日から 30 日以内に
提出が求められる報告書のこと。補助事業の事業内
容や効果、見積書や請求書、支払証明書等の証憑書

類の提出が求められる。

確定検査 実績報告後に、書類の審査や現地調査、帳簿等の確

認などを行う審査手続のこと。
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